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一《論文要旨》
　日本経済の制度転換を促すためにレントを人為的に設置し，制度転換のためのイ
ンセンティブとして機能させることは果たして有効であるのか。本稿は，上記の問
いに対する回答を探るための第一段階として，まず，混乱の著しいレントとレント・
シーキングの概念について，Harberger（1959）を契機に深化していった理論的解
釈の変遷を概観しながら整理を試みている。次に，レントとレント・シーキングに
対する新古典派的解釈に挑んだKhan　and　Jomo　K，　S，（2000）を取り上げること
で，独占レントにとどまらない多様なレントの存在を再確認するとともに，個々の
レントに対する評価というものは，その社会的費用のみならず，レントを通じて新
たに築かれる権利構造やインセンティブに基づいて，時間とともにもたらされ得る
社会的便益とあわせて考慮すべきと強調する。こうした新たな評価基準を用いると，
レントを一括して経済効率性を犠牲にし，成長を抑制するものと断ずることはでき
ず，効率性を高あ，成長を促進し得るレントの存在を潜在的に認めざるを得ない。
　それでは日本経済の制度転換をレントに託すことができるのか。残念ながら，現
時点での結論は懐疑的でしかない。誰がレントを管理するにせよ，それは「限定合
理性」の中で不確実性に対処していくことにならざるを得ない。しかも，レントは，
それがひとたび創られると多方面からのレント・シーキングに晒されて，その性質
を変えていくことが観察されている。レントを適切に管理することが難しければ，
レントを人為的に設置することは「政府の失敗」を招来しかねないのである。
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はじめに
　レントは果たしてインセンティブとして機能し得るのか。あるいは，その
人為的供与は政府の失敗を招きやすく，「政府の（市場からの）撤退」が求
められるのか。開発経済学にとって，論争の絶えることのないテーマに違い
ない。しかし，このテーマを発展途上国ではなしに日本経済に当てはめると，
日本経済の制度転換を推進するためにレントを人為的に設置し，制度転換の
ためのインセンティブとして機能させることの可否について検証できるので
はないか。
　現在，政治学と経済学の領域を越えた意見交換を目指す「レント研究会」
に参加している目的はまさに上記の答えを見出すことにあるが，本稿では，
その前に必要不可欠と考える段階をまず踏みたい。それはレントとレント・
シーキングの概念を整理，再検討することである。なぜならば，レントにし
ても，レント・シーキングにしても，その概念と用法において著しい混乱が
みられるからである。政治学の世界ではレントもレント・シーキングも否定
的に語られる傾向が強く，レント・シーキングはとりわけ「『汚職』とほぼ
等しいもの，互換可能な言葉として用いられることが多い」①。レント研究
会の一員である堀金（2010）がすでに政治学の立場から概念整理を試みてい
るため，本稿では，経済学の立場からレントとレント・シーキングの概念整
理を試みたい。レントから派生したレント・シーキングに関する分析は
1970年代に登場し，その後40年以上が経過しており，この間の経過を整理
する試みもある（2）。この際，レントとともに，レント・シーキングに関する
理論的分析の変遷も概観してみたい。以上が本稿の第1の目的である。
　第2の目的は，以上を踏まえたうえで，このレントとレント・シーキング
に関する新古典派的解釈に見直しを迫ったKhan　and　Jomo　K．　S．（2000）
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を本稿で取り上げることにある。同書を翻訳する機会に恵まれたこともあり，
彼らが提起した，ある意味で挑戦的ともいえる解釈について検証を試みたい。
それは，彼らの解釈に妥当性を見出せるならば，冒頭で示唆した試みについ
て展望することができるかもしれないからである。そして，制度設計がうま
くいけば，例えばレントが日本を環境立国へと，あるいは革新の発信地へと
導いてくれるかもしれない。レントは果たしてこうした期待に応えてくれる
のか。レントはインセンティブとして機能しうるのか。あるいは政府はどこ
までレントを管理できるのか。本稿では以下，こうした問いに答える事前段
階として，レントとレント・シーキングの理論的基盤を整理してみたい。
1．レントとレント・シーキング
（1）　レントとは
　まずはレントから定義する。レントはいまや家賃を意味する言葉として英
語圏で一般化しているが，もともとは地代，つまり，小作人が耕作地を利用
するとき地主に支払う地代という意味で用いられていた。ただし，経済学で
は意味が異なる。経済学でのレントは，生産要素を供給する立場からすると，
超過利潤，あるいは超過所得，超過収入を意味する。必ずしも厳密ではない
が，正常な水準を上回る受け取りといってもよかろう。他方，需要側からは，
超過支払い，したがって，正常な水準を上回る支払いとなる。つまり正常な
水準を超える受け取りなり支払いとなる。
　当然，正常な水準を定義しなければならない。それは，企業なり個人なり
が，生産要素の供給者として，完全競争市場であれば本来受け取っていたと
思われる利潤，あるいは所得，収入になる。そして，その水準を超える受け
取りがレントというわけだ。同様に，企業や個人が，今度は需要者として，
完全競争市場であれば本来支払っていたと思われる支払額が正常な水準であ
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り，その水準を超える支払い分がレントと見なされる。ただし，理論上の完
全競争市場は実在せず，企業や個人が次善の機会であれば受け取っていたと
思われる利潤，あるいは所得，収入，同様に企業や個人が次善の機会であれ
ば支払っていたと思われる支払額こそが，正常な水準，換言すれば機会費用
であり，機会費用を超える受け取り，あるいは支払いこそがレントの実際的
な定義となる（3）。
レント＝超過利潤＝受け取り（支払い）一機会費用＞0
　ミクロ経済学の代表的テキストによると，レントとは「その生産要素が供
給されるのに最低必要な支払いを超えて支払われる部分」（ヴァリアン2007：
363），ないしは「一つの生産要素への支払いのうち，その生産要素を供給さ
せるために必要とされる金額を超える分」（スティグリッツ2000：712）とな
る。
　超過利潤，すなわちレントが生じるのは，財やサービス，あるいは生産要
素といった投入物の供給が，短期でも長期でも，価格に非弾力的な場合にな
る。その典型は土地で，土地の場合は，その価格がどのような水準であって
も，供給量は総量としては変化しにくい。つまり，埋め立てや建物の高層化
などを考慮しなければ，供給の価格弾力性はゼロに等しくなる。供給が時間
を問わず固定的であれば，価格は需要によってのみ決まり，希少性が続く限
り，レントも存在し続けることになる。
　他方，供給が短期では価格に非弾力的だが，長期では弾力的となる投入物
もある。その場合には，希少性も，超過利潤も，短期的現象に留まりやすく，
そうした超過利潤は，レントと区別して，「準レント（quasi－rent）」（Klein，
Crawford　and　Alchian　1978）と呼ばれている。ただし，本稿では特に断
らない限り，レントと準レントとを区別しない。時間は連続的であり，短期
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と長期の区別が実際上は難しいからである。そのため，レントと準レントの
境界というのは，概念上はともかく実際上は曖昧にならざるを得ないのであ
る。
②　レントはなぜ生じるのか
　希少性が生じるのは，2つの場合に大別できよう。第1は，日々の経済活
動の中で市場を通じて発生する場合である。たとえば，他企業の追随を許さ
ないような画期的な新製品を市場に送り出した企業というのは，知的所有権
の有無とその執行の程度にかかわらず，しばらくは高い利潤を謳歌する可能
性が高い。もちろん何も新製品に限ることなく，新たなサービス，新たな技
術，新たな生産方法といった，いわゆる革新，つまりイノベーションが，そ
れを生み出した生産者に高い利潤をもたらすのである。また，供給が需要に
追いつかない技能や知識を備えた人材には通常高い報酬が支払われるが，そ
れもまたレントを含んでおり，レントはそうした人材に対する希少性が続く
限り，存続しよう。類まれな才能に恵まれた，あるいは才能を自ら育んだプ
ロスポーツ選手やアーチストに支払われる巨額な報酬も同じである。そうし
たスター達が他の職業に就いた場合に得られるであろう所得とスターとして
の巨額報酬との差こそが，レントに相当するのである。
　第2は，希少性が市場を経由せずに人為的に作り出される場合である。政
府による許認可，免許，登録制度や各種規制というのは，多くの場合，政府
がまさに人為的に希少性を作り出し，それがレントを形成する。幼稚産業保
護政策，輸入代替工業化政策，競争制限政策なども同様であり，いずれも何
らかの規制を通じて市場への自由な参入を制限し，結果として，供給を制約
し，希少性，そしてレントを生み出すことになる。先に述べた革新が知的所
有権を通じて一定期間法的保護を受けるのならば，それは政府が人為的に希
少性を附与することになる。
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　上記のどちらの希少性にしても，レントが生まれる。しかし両者には大き
な違いが存在する。市場を通じて得られる経済的レントの場合は，超過利潤
の存在が新たな参入を促し，市場での競争を促進することになる。その結果，
競争の激化とともに，希少性は薄まり，レントもまた消失していくことにな
る。つまり，長期的に見れば，超過利潤は消失し，供給者は正常利潤しか獲
得できなくなるがゆえに，希少性もレントも一時的な存在にならざるを得な
い。もちろん，一時的と言っても，たとえばイチロー，タイガー・ウッズ，
あるいはハリー・ポッターの著者であるJ．K，ローリングを世界中の人々が
目指したところで，彼らの類まれな才能から希少性を奪うことは容易ではな
い。より重要なのは，前者の場合は希少性の存続期間も市場に委ねられると
いうことであり，また，超過利潤すなわちレントを獲得する機会はいつでも
誰にでも開かれているということである。いずれにしても，超過利潤は市場
に委ねる形で，時間の経過とともに需要者の余剰に変質し，需要者を資する
ことになる。そして，この過程では通常，生産，所得，雇用の拡大が観察さ
れる。
　それでは，市場の外から許認可，免許，登録制度や各種規制といった形で
公的に附与される希少性，つまり政治的レントの場合はどうなるのか。希少
性の存続する期間は，市場ではなく政府の裁量に委ねられることになる。そ
のため，政府の裁量次第で，希少性から生まれる超過利潤は，特定の供給者
の下でレントとしてそのまま存続する傾向がある。あるいは，特許権，実用
新案権，意匠権，著作権といった知的所有権のように，希少性を附与される
期間が法律で規定されている例もある。特許権ならば出願日から20年間，
著作権であれば創作時から作者の死後50年間は，知的所有権者の独占的供
給が法的に保護されることになり，この間，レントは知的所有権者に帰属す
ることになるω。
　希少性が公的に附与され，レントが政策的に作り出される理由は様々であ
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る。国内産業を育成する，国内産業を国際競争から保護する，過当競争を防
ぐなどの目的を掲げて，国内産業に超過利潤すなわちレントを与え，国際競
争に十分耐え得るようになるまで育成することなどは，レントが政策的に作
り出されてきた典型的な理由である。すなわち，経済効率性の追求を一時的
に犠牲にして，将来の生産，所得，雇用の拡大を目指すわけだが，一時的で
あったはずの措置が長年続いたり，成長をむしろ阻害したりする例は決して
少なくない。あるいは研究開発を促進する，開発者の利益を守る，資源の持
続可能な利用を進める，はたまた固有の文化を守るといったことも，レント
を公的に附与する理由になっている。
　現実の世界を見渡すならば，上記で挙げた経済的レントにせよ，政治的レ
ントにせよ，私たちの周囲には数え切れないほどのレントが存在している。
（3）レント・シーキングとは
　次に，レント。シーキングを定義する。レント・シーキングとは文字通り，
レントを追求することになるが，この言葉を先駆的に取り上げたKruger
（1974）は以下のように述べている。
　「多くの市場志向型経済において，経済活動に対する政府の規制は，
紛れもない事実である。これらの規制は多様な形態のレントを発生させ，
多くの場合，人々はこのレントを追い求めて競い合うことになる。そう
いった競争は，時には完全に合法的であるが，時には，レントシーキン
グは，賄賂，汚職，密輸，そして闇市場といった形態をとる」（5）。
　再びミクロ経済学の代表的テキストに従うならば，レント・シーキングと
は，「供給が固定的な要素に対する権利を保有または獲得するための努力」
（ヴァリアン2007：365），あるいは「通常，個人や企業が政府に働きかけて
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レントやその他の優遇措置を引き出そうとすること」（スティグリッツ2000：
681）を意味する。また，Kahn（2002b）に拠れば，「レント・シーキング
とは，レントを創出，維持，移転しようとして費やす資源と努力との支
出」（6）と定義される。
　ところでレントが超過利潤である限り，レントを追求することは経済合理
性に適う行為と捉えられる。ところが，ここで注意が必要になる。上記の第
1のレントーつまり日々の経済活動の中で市場を通じて発生する経済的レ
ントーを追求する行為は，Buchanan（1980）に従うと，レント・シーキ
ングと区別して，プロフィット・シーキング（profit－seeking），すなわち
利潤追求と表現される（7）。そして，この時，レント・シーキングは上記の第
2のレント，つまり政府により人為的に作り出される政治的レントを追及す
る行為を指すことになる。つまり，生産活動を通じて超過利潤すなわちレン
トを追求するのではなく，新たなレントの創出を政府に働きかけたり，既得
権益としてのレントの維持を求めたり，あるいは他者の享受するレントを自
らの手中に収めようとしたりする目的で時間や資金といった希少な資源を費
やすことで，超過利潤を追求する行為ということになる。Bagwahthi
（1982）　により，“Directly　Unproductive，　Profit　Seeking（DUP）Activi－
ties”（Bagwahthi　l982：989）と名付けられた行為は，具体的には，ロビイ
ング，陳情，政治献金といった合法的な形をとることもあれば，賄賂や非合
法な政治献金といった非合法的な形をとることもある。したがって，しばし
ば政治学の世界で見られるように，レント・シーキングを汚職と同義語とす
ることはできない。
　繰り返すが，プロフィット・シーキングにしても，レント・シーキングに
しても，どちらも超過利潤を追求する合理的行動である。ところが，この同
じ目的から発する行為が二分され，前者は肯定的に，後者は否定的に語られ
ることが多い。レント・シーキングを既得権益にしがみつく行為として非難
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するのは，以上のようなレント・シーキングの定義に従っているたあである。
ただし，レント・シーキングをすべて資源の浪費とすることには疑問もある。
たとえば，独裁体制のなかで政治経済的自由を求める国民的運動なども，政
治経済的自由なしには享受できないであろうレントを求める行為として，レ
ント・シーキングと見なされるからだ。また，人為的にレントを設計して，
プロフィット・シーキングを誘導しようとする試みも多い。本章ではその点
を踏まえつつも，簡略化のため，Buchanan（1980）の定義に従うことにす
る。
　プロフィット・シーキングとレント・シーキングとの違いをさらに確認し
ておこう。そこに投入される時間や資金はいずれも希少な資源であり，私た
ちに社会的費用を課すことには変わりはない。ところが，プロフィット・シー
キングではこうした資源が生産活動に投入され，最終生産物として形を変え
ていくために，生産，所得，雇用の拡大などに結びつく傾向があり，その場
合は社会的便益を生み出すことになる。社会的便益が社会的費用を上回る限
りは，純社会的便益はプラスになる。Buchanan（1980）は「秩序ある市場
における利潤追求は，外部経済を生じさせ，（中略）利潤追求による社会的
限界生産物が私的限界生産物を越えてしまう」⑧と指摘する。それでは，レ
ント・シーキングの場合はどうか。この過程に投入される資源は生産活動か
ら漏れていかざるを得ない。そして，漏出する資源が多いほど，生産活動に
向けられる資源はその分だけ減っていかざるを得ず，ここにも両者の大きな
違いが存在するのである。以下，我々の検討する対象は主として政治的レン
トとレント・シーキングになる。
（4）レントとレント・シーキングの社会的費用
①“Harberger’s　Triangle”
レントがどれだけの社会的費用を伴うのかを考えてみよう。図1は，完全
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競争下にある各企業が価格Poで，産業全体として数量Qoの財を供給してい
る産業の例である。ここで，各企業は価格Poで総費用に等しい総収入を獲
得しており，利潤はゼロ，レントも存在していない。ところが何らかの事態
が起き，この産業で独占が形成されたとしよう。独占企業は供給量をQ，と
し，独占価格Plを設定することで，矩形PiABPoで表される超過利潤を獲
得することになる。この超過利潤こそ独占レントであり，当初は消費者余剰
の一部であった。
　それではこのレントの社会的費用はどうなるのか。伝統的解釈に従うと，
矩形PiABPoは消費者から独占企業への所得移転に過ぎず，社会的費用とは
認識されない。社会的費用と認識されるのは独占のもたらす△ABCに等し
い死重的厚生損失であり，この三角形こそ独占のもたらす資源配分上の非効
率，つまりレントによる社会的費用として認識されてきたのである。この
△ABCは独占の厚生費用を測定する方法を提起し，1929年頃の米国製造業
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P，
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O　　　　　Q1　、　Q。　　　数量
　　　　　　　　　s
図1　ハーバーガーの三角形とタロックの矩形
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部門の独占による厚生損失が同国GNPの1％以下に過ぎないことを導き出
したA．C．　Harberger（1959）に因んで，“Harberger’s　triarlgle”（「ハーバー
ガーの三角形」）と命名されている。
　②“Tullock’s　rectangle”
　Harberger（1959）の実証研究は，独占に対する分析を通じて，レントの
社会的費用が限定的でしかないことを示唆したが，そのことがレント・シー
キングに関する分析を推進することになる。Kruger（1974）（9），　Tullock
（1967）などは，独占のみならず，輸入数量制限，関税などの各種政府規制
が生み出す様々なレントを分析対象に加えながら，レントがレント・シーキ
ングを通じて，先の「ハーバーガーの三角形」を上回る社会的費用をもたら
す可能性のあることを見出していったのである。Tullock（1967）は，独占
にしても，輸入制限，関税，あるいは各種政府規制にしても，そうした政治
的権益を獲得するために費やされる資源が，「ハーバーガーの三角形」に加
えて，新たな社会的費用を我々に課すことを強調する。政府の庇護を求めて
超過利潤を謳歌しようとする者がその目的に沿ってレント・シーキングに資
源を費やし，生産過程から希少な資源を漏出させていくのであれば，それは
明らかな社会的浪費であるがゆえに，超過利潤を消費者から生産者への単な
る所得移転と見なす伝統モデル自体を，不完全なものとして捉えている。先
の図1を用いると，レントは，多くの場合，偶然に与えられるのではなく，
利権を求める政治的競争市場において獲得されるものと考えられる。とすれ
ば，レントを手に入れるために費やすレント・シーキングの程度にも合理的
な競争解が存在し，それはレントの獲得によって期待される限界収益（矩形
PiABPo）に等しくなる。つまり，先の独占の例では，独占レントの獲得を
目指して最大で矩形PiABPoに等しい費用を費やすということになり，それ
がレント・シーキングに向けられ生産過程から漏出するのであれば，矩形
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PiABPoは社会的費用でしかないというのである。その結果，レントの社会
的費用は「ハーバーガーの三角形」に，最大でレントそれ自体の大きさに等
しくなる矩形PiABPoを加えたものに修正されねばならない。この矩形
Pl／1BPoは“Tullock’s　rectangle”（「タロックの矩形」）と命名されている。
　タロックの矩形の大きさを推計することは難しい。仮に割引現在価値で
10億円の独占利潤を目指して10企業が競合し，そのとき，各企業とも独占
を獲得する確率が1／10で，危険中立的であると単純化するならば，それぞ
れの企業が独占獲得に向けて費やす支出は，1億円に達すると考えられる。
独占企業となる企業は1億円のレント・シーキング費用で10倍の独占利潤
を手に入れることになるが，独占の獲得に費やす総費用は，敗者のレント・
シーキング費用も加えて，ちょうど10億円になる。．レント・シーキング費
用がレントそれ自体の大きさに等しくなることを例示する単純な例だが，同
時に，レント・シーキング費用のほとんどが敗者の支出で占められる可能性
も示唆しているのである（1°）。
　レントの社会的費用を導く上記の考えは，独占に限らず，様々な政府規制
に適用されている。図2は，輸入関税により発生するレントの社会的費用を
表している（原田・香西1987：177－178）。ある財の世界供給曲線をSw，国
内生産者による供給曲線をSゴ，国内需要曲線を1）iとすると，この財の国内
価格P」は，関税導入前は世界価格Pwに一致し，国内生産量はQ，，輸入量
はQiQoとなる。この時，国内生産者が輸入関税導入を求めてレント・シー
キングを開始し，結果として，製品1単位当たりtに相当する関税が導入さ
れたとすると，新たな国内価格P」ノ，国内生産量Qf，輸入量QIQ6の下，国
内生産者はβBC君ノに等しいレントを手にし，政府はCEGFに等しい関税収
入を得るが，消費者はPflFP，’だけ余剰を失うことになる。とすると，関税
の導入は国内生産者が享受するレントと関税収入との合計を，△BCEと
△FGHという2つの三角形分だけ上回る消費者の損失をもたらし，社会的
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図2　関税とレントおよびレント・シーキング
損失を招くことになり，レントが「ハーバーガーの三角形」2つ分に相当す
る社会的費用を発生させることになる。ところが，タロックの指摘に拠れば，
国内生産者が享受するレントP｝BCP，’もまた社会的費用として換算されねば
ならない。最大でそのレントに見合う分だけのレント・シーキングに希少な
資源が費やされたと考えられるからである。PSCP，’は矩形ではないが，「タ
ロックの矩形」に準じることになる。費やされた資源は，レント・シーキン
グがなければ，生産活動に投入されていたと考えられるからだ。以上から，
関税導入による社会的費用は，最大でP｝ECP，’と△FGIIの合計に等しくな
ると考えられるのである。
　上記の考え方をさらに進めて，別の観点から関税導入による社会的費用を
考えてみる（Bhagwati　1982，木村2000：190）。図3は，2財XYを生産・
消費する，ある小国の生産可能性曲線と社会的無差別曲線を表している。自
由貿易の下，この国は生産可能性曲tw、AB上のPE点でxyF財を国内生産す
　（97）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　97
政経論叢　第79巻第1・2号
y財
　　　、
　　　　　C3　　　s
Dロコ．．C2
　　　醗、
　匂σ1
O　　　　　　　　　　EB　　　　　X財
　　図3生産可能性曲線とレント・シーキング
る一方で，比較優位を持つX財を輸出，比較劣位のy財を輸入することで，
XY財に対する社会的選好を表す社会的無差別曲線砺上のC．点で一xy財
を消費し，社会的効用水準を極大化している。ここで，比較劣位にあるyF
財を生産している産業が輸入関税の導入を求めてレント・シーキングに資源
を投入するとしよう。すると，まずレント・シーキングに投入した資源分だ
け，生産可能性曲線が内側にシフトする。シフトの幅はレント・シーキング
に資源を投入したy財を生産する産業において大きくなろうが，X財にも
影響が及ぷものと考えられる（生産可能性曲Wt　DE）。2財の価格比（X財価
格／Y財価格）が当初のままとすると，生産可能性曲線の内側シフトに伴い
2財の生産点はPl点，到達可能な無差別曲線はUl，そして消費点は無差別
曲線U，上のC，点へと移り，効用水準が低下せざるを得ない。
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　次は関税自体の社会的費用である。Y財に導入された関税は2財の相対
価格を変化させ，新たな価格線と生産可能性曲線1）E上の接点P2を2財の
新たな生産点とする一方，消費点は関税収入の消費者への分配の程度に応じ
て，C2点（分配0％）とC3点（分配100％）の間に決まってくる。仮に関
税収入が完全に国民に分配されるとしても，効用水準は自由貿易下より低下
することになる。関税導入を求めるレント・シーキングによる社会的費用，
そして関税自体による社会的費用の両方を合わせたものが，関税導入による
社会的費用として位置付けられるのである。
　以上で検討したように，レントの社会的費用とは，伝統理論で指摘されて
きた厚生損失（「ハーバーガーの三角形」）に留まらず，レントそれ自体
（「タロックの矩形」）一つまりレントを獲得するために費やされる資源一
を加えた大きさに等しくなり，両者の合計がレントの社会的損失と見なされ
るのである。自らの企業や業界などを利するレントが，無作為ではなく，レ
ント・シーキングの支出額に応じて配分されるような事態が起きるならば，
そのことは単純なゲーム理論が導く軍拡競争のごとく，多くの企業や業界な
どを新たなレント・シーキング競争に駆り立てる可能性もある。レントを手
にした者は，今度はレントを手放さずに済むように，あるいは他者のレント・
シーキングを妨害しようとして，新たな資源を費やすかもしれない。そして，
対抗者がさらなる資源をレント・シーキングに投じていく可能性もある。し
かも，消費者の利益がこうした活動によって損なわれるとするならば，消費
者側も黙ってはいないはずだ。組織強化に努め，生産者側のレント・シーキ
ングを頓挫させるべく資源を投入していくとも考えられる。こうして，レン
ト・シーキングはともすれば組織化，産業化し，浪費が浪費を招いていくこ
とにもなりかねない。Tullock（1980）は，レント・シーキングの状況を模
したN人によるゲーム・モデルを用いて，レント・シーキングに費やす支
出がレントを大きく上回る可能性のあることを指摘している（”）。
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　レント，そしてレント・シーキングに対する評価は，以上で述べたような
経緯を踏まえて，否定的度合いを強めていったのである。そこでは，レント
を，効率的市場では存在せず，本来生産活動に投入されるべき希少な資源を
浪費するレント・シーキングを誘発し，資源配分上の非効率を高め，社会的
損失を拡大させる行為と捉えていった。とりわけ新古典派経済学者のレント
に対する評価は厳しく，レントは経済の非効率性の象徴にもなっていったの
である。
2．レントとレント・シーキングに対する再評価の試み
（1）従来の見解への挑戦
　Khan　and　Jomo　K．　S．（2000）は，アジア通貨危機が起き，それまで高
成長を続けていたアジア経済に対する肯定的評価の見直しが進むなかで登場
した。アジア通貨危機の背景にあるのはこの地域で蔓延しているレントと，
その結果として横行している汚職，リベート，縁故主義などを伴うレント・
シーキングではないのか，こうした制度的枠組を根本的に改めない限りこの
地域の前途は明るくならないといった認識が，通貨危機の直接的原因をめぐ
る論争と混在しながら，広がっていた時期であった。Khan　and　Jomo　K．　S．
（2000）はそうした意見に対し，「レントは至る所に存在し，経済はレントと
共存する術を学ばなければならない（中略）良性のレントというものも存在
し，それらを促進する諸制度はレント・シーキングの存在にもかかわらず経
済発展を推進する。しかし，悪性のレントも存在し，こちらを促進すれば，
結果として弊害につながるレント・シーキングに繋がる。発展途上国だろう
が先進国であろうが，レントを廃止することでレント・シーキング問題を解
決した社会は存在しない」（翻訳版，32頁）と述べ，レントを一律に非効率
と見なすことの誤りを指摘し，レントを廃し，レント・シーキングを抑制す
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る制度的枠組を築き上げることこそ経済発展を促進するといった新古典派的
解釈に，挑戦をしたのである。
　Khan　and　Jomo　K．　S．（2000）の指摘は多岐に及ぶが，ここでは以下の2
点について取り上げる。
　①レント・シーキングに対する従来の分析は，レント・シーキングの投
　　入費用，つまり，どれだけの時間，労力，資金といった資源がレント・
　　シーキングに費やされるかというインプット面ばかりに注意を払い，そ
　　の費用をもってレント・シーキングの社会的費用を測定している。しか
　　し，本来，レント・シーキングの総合的効果を求めるのであれば，レン
　　ト・シーキングによってどのようなレントが創造，維持，あるいは移転
　　されるのか，そして，そのレントがどれだけの社会的費用ないし社会的
　　便益を時間とともにもたらすのかという，レント・シーキングのアウト
　　プット面も併せて考慮しなければならない。レント・シーキングは，そ
　　のインプット面とアウトプット面の両面を考察しなければ，レント・シー
　　キングの総合的効果を求めることはできない。そして，その結果として
　　はじめて，レントの純社会的費用ないしは純社会的便益について論じる
　　ことが可能になる。
②レントの種類は様々であり，静態的に資源配分上の非効率を招くレン
　　トもあれば，効率性を高めるレントも存在する。動態的にも，成長を促
　　進するレントもあれば，成長を阻害するレントも存在する。にもかかわ
　　らず，独占レントだけを取り上げて，非効率で成長阻害的とレントを一
　　律に断ずるのは誤りである。しかも，アジア諸国の多くは，レントの存
　　在にもかかわらず高い成長を遂げてきたのである。
②　レントの総合効果
レントが静態的観点から非効率を招くとともに，そのレントをめぐって何
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らかの追加的レント・シーキングを誘発する傾向を持つことは否定できない
が，「ハーバーガーの三角形」と「タロックの矩形」一後に指摘する「X一
非効率性（X－inefficiency）」（Leibenstein　1966，1976）（12）を加えても良
い一を合わせた大きさをもってレントの社会的費用とし，その大小を論じ
るだけではレントの全体像を把握できない，というのがKhan　and　Jomo
K．S．（2000）での一貫した主張であり，とりわけ同書の中のKahn
（2000ab）に詳しい。レントが存続する限り，経済に対して何らかの影響が
与え続けられるからである。そして，それは必ずしもマイナスの影響ばかり
ではないのではないか。
　図4は，レント・シーキングが時間や労力をはじめとする希少な資源を生
産過程から漏出させ，機会損失を発生させるものの，偶発的に生まれたレン
トにせよ，レント・シーキングの結果として創られたレントにせよ，そのレ
ントが新たな，ある種の権利構造を築き，経済主体に対する新たなインセン
ティブ（あるいはディスインセンティブ）として生産過程に影響を与え得る
ことを示している。また，当初のレントがレント・シーキングの結果として
新たな種類のレントに変質するのであれば，その時は新たな権利構造が当初
図4生産関数とレント・シーキング
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の構造に代わって，生産過程に新たなインセンティブ（あるいはディスイン
センティブ）を与えることにもなる。
　新たな権利構造下で生まれる新たなインセンティブは動態的に経済を成長
させるかもしれないし，反対に，経済成長を抑制するかもしれない。いずれ
にしても，時間とともに，新たな社会的費用を課すこともあれば，反対にマ
イナスの社会的費用，換言すればプラスの社会的便益をもたらす可能性もあ
る。つまり，レント・シーキングはその過程に資源がどれだけ投じられたか
というインプット面だけでなく，レント・シーキングの結果としてどのよう
なレントが創造，維持，移転され，そのレントがどのような影響を経済に与
えるのかというアウトプット面も併せて考慮しなければならず，そして，そ
のうえではじめてレント全体の評価が可能になるというのがKhan　and
Jomo　K．　S．（2000），とりわけKahn（2000ab）の主張である。従って，仮
に，あるレントがその社会的費用を凌駕するだけの社会的便益を経済にもた
らしていると判断できるならば，そのレントには肯定的評価が与えられて然
るべきことになる。
（3）レントの類型
　レントは，至る所に存在するとともに，その種類は実に様々である。従来
のレントに関する分析はともすれば独占レントにばかり焦点を当て，それだ
けでレント全体を評価していたのではないか。Khan（2000a）は数あるレ
ントのうち6種類を取り上げ，類型化している（13）。
　以下，Khan（2000a）に基づいて，それぞれのレントの特徴を概略する。
　①独占レント
　独占レントは，参入規制や輸出入ライセンスといった市場制約が生み出す
超過利潤である。独占と対置する完全競争市場では，参入・退出が自由で，
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いかなる超過利潤したがってレントも競争を通じて時間とともに消滅してい
くが，独占の場合は過少生産と価格上昇を伴い，独占利潤が継続しやすい。
図5は，独占レントと独占がもたらす資源配分上の非効率性，つまり死重的
厚生損失（「ハーバーガーの三角形」）を示している。この独占レントを単な
る所得移転とはせずに，その獲得のために独占レントに等しいだけの資源が
レント・シーキングに費やされ，その分の資源が生産過程から漏出すると考
えると，独占レントは機会損失として，言い換えれば，「タロックの矩形」
として新たな社会的費用を課すことになる。
　以下2点の可能性について追記しておく。まず第1は，競争圧力の欠如が
独占企業の費用削減に向けた努力や革新を生み出そうとする意欲を弱める可
能性である。この可能性は静態的意味での資源配分上の非効率と区別して
「X一非効率性（X－inefficiency）」（Leibenstein　1966，1976）と命名されて
いるが，仮に「X一非効率性」が顕在化するならば，資源配分上の非効率は
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「ハーバーガーの三角形」を上回る可能牲もある。第2点は，第1の可能性
とは反対に，超過利潤が独占企業の研究開発を促進し革新を生み出す可能性
である。単純な新古典派理論は費用を掛けることなく技術を利用できるもの
として扱うが，現実にはその獲得には費用が掛かる。超過利潤が更なる研究
開発を促し，革新を生み出すための原資として機能していくならば，独占利
潤は単なる独占レントではなく，後に述べるシュンペーター・レントへとそ
の性質を変えていくことになる。こうした可能性を考慮するならば，独占レ
ントによる社会的費用というのは，死重的厚生損失として表される「ハーバー
ガーの三角形」，独占を獲得，維持，あるいは移転するために費やしたレン
ト・シーキング費用に相当する「タロックの矩形」，そして，第1で述べた
「X一非効率性」という3つを合計した社会的費用と，革新を通じて時間とと
もに生み出される社会的便益とを，ともに現在価値で比較したうえで，純社
会的費用あるいは純社会的便益として求めることが必要になる。その結果，
純社会的費用がマイナス，あるいは純社会的便益がプラスになるのであれば，
繰り返しになるが，レントに対する従来の解釈は根本的な見直しを迫られる
ことになる。
　②天然資源レント
　所有権が確立されずに，誰もが自由にアクセスできる漁場，牧草地，地下
水などが資源の枯渇を招きやすいことは，「共有地の悲劇」として知られて
いる。天然資源レントは漁業権，鉱物採掘権などを通して資源所有者を定め，
自由なアクセスを制限することで，資源所有者に超過利潤を発生させ，天然
資源の持続可能な利用を促すレントである。
　例えば漁場となっている湖沼を考えてみる（図6）。限界費用が右上がり
なのは，一定期間当たりの漁獲量が増えると，魚が減り，魚の発見にますま
す時間したがって費用が掛かると考えられるからである。限界費用が上昇し
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ているとき，平均費用は常に限界費用を下回ることから，魚の販売価格がB
で一定のもと，資源配分上望ましい毎期当たりの漁獲量は価格と限界費用の
等しいQ，になる。このとき，生産者余剰に類似する△ABCが漁業権所有
者に帰するレントになる。このレントは，漁業者が漁業権を所有していなかっ
た場合，つまり次善の機会での所得を上回っているがゆえに，漁業者にとっ
ての超過利潤と考えられる。ここでは，レントの存在が資源配分上の効率性
を促すことになる。加えて，超過利潤はこの漁場に新たな投資を呼び込み，
関連部門の成長を可能にするとの期待もある。
　漁業権が設定されずに，誰もがこの漁場に自由にアクセスできるとなると，
乱獲が起こりやすい。そのとき，Q1を超える漁獲量は，漁獲量1単位当た
りの販売価格が限界費用を下回るがゆえに，損失を発生させ，その分だけレ
ントを小さくしてしまうのである。右側の△CDEは多数の漁業者が漁場に
押し寄せ，漁獲量1単位当たりの平均費用が魚の販売価格に等しくなるまで
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漁業を続ける場合を示しているが，そのときのレントは△ABCマイナス
ムCDEで表される。したがって，　Q，を超える漁獲量のどこかで，レントは
完全に消滅することになる。このように，天然資源レントというのはその存
在がむしろ資源配分での効率性をもたらす一方で，レントの存在しない場合
は，むしろ非効率を招いてしまうのである。
　ただし，天然資源レントもまた，レント・シーキングの結果として，その
性質を変質させていく可能性があり，その時は，純社会的便益がマイナスに
なるかもしれない。
　③　移転レント
　租税，補助金，国有資産の払い下げなどを通じた所得ないし資産の移転は，
受給者にとって，「レントに類似した移転（rent・1ike　transfer）」（翻訳版54
頁）にもなり得る，とKhan（2000a）は指摘する。ただし，移転といって
も，保険料などの形で事前納付を必要とする年金や雇用保険などは対象外で，
あくまでも事前そして事後に納付を必要としない所得を，レントになり得る
としている。移転をレントとして扱うことは必ずしも一般的ではない。社会
全体で見ると，移転による所得の増減はあり得ず，所得の増加は必ず誰かの
所得の減少により相殺されるからである。しかし，例えば高所得者から低所
得者への所得の再分配が，他に変化のない限り，追加的1万円に対する両者
の評価の違いから社会的厚生を高める場合もあると考えられるように，移転
は社会全体の厚生を変化させることも可能であり，そうした場合に，移転を
単なる移転として扱うことは適当ではないとしている。そして，受給者にとっ
ては，機会費用を上回る所得が移転によりもたらされる以上，移転はレント
の範疇に加わることも可能だとしている。
　図7は，課税によって発生する死重的厚生損失を示している。税収分に相
当する金額が移転レントとして，他部門に再分配されるとすると，課税が資
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源配分上の死重的厚生損失を招くにしても，あるいは納税者の労働インセン
ティブを削ぐにしても，そうした社会的費用を凌駕する社会的便益を経時的
に一国経済，特に発展途上国に与える可能性もあるとしている。それは，移
転というものが，資本主義経済の発展過程に欠かせない新興資本家階級の育
成に寄与することもあれば，発展過程で取り残される人々の不満を沈めて，
政治的安定を維持するたあに利用されることも可能との理由からである。
　④シュンペーター・レント
　シュンペーター・レント（Schumpeterian　rent）とは，他企業が短期間
では追随できないような革新を生み出した企業が享受し得る革新への報酬で
あり，シュンペーターの革新に対する分析に基づいて命名されている。革新
とはここで，新たな技術を体現した製品であったり，新たな生産や経営のあ
り方であったり，あるいは既存の技術，生産・経営方式の組み替えであった
　108　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（108）
　　　　　　　　レントとレント・シーキング理論の再定義
りと，様々な形を取る。レントが生じるのは，革新を生み出した企業が競争
相手に対して費用や品質面で優位に立つからで，その結果，革新的企業は次
善の選択肢に比べて，より高い収益を獲得することになる。シュンペーター・
レントは他企業が追随するまで存続するが，知的所有権に法的保護を与える
ことで，その存続期間を人為的に変えることもできる。
　図8は，革新を生み出した企業が，他企業より低い限界費用P2の下，最
大Q2だけの生産能力を備えていることを示している。市場全体での需要量
Q，に満たない分は限界費用の高い他企業によって供給されねばならず，財
の市場価格は結局，Plに決まる。市場全体での供給曲線を匁）ABと考えれ
ば良い。このとき，この革新企業はシュンペーター・レントと記された矩形
P，ADP，の生産者余剰を獲得する。革新を生み出さなかったならば享受でき
なかったがゆえに，この生産者余剰はレントの定義に従うことになる。
　シュンペーター・レントは革新への呼び水として機能し，多額の研究開発
（109）
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費とともに大きなリスクを伴うことの多い革新を生み出す過程へと，希少な
資源を誘引することになる。シュンペーター・レント自体は資源配分上の非
効率を発生させることはなく，むしろ効率性を高めていく。図8で概念上の
死重的厚生損失と記された領域は，競争相手による追随あるいは模倣が進ま
ない場合に顕在化する潜在的な死重的厚生損失を表す。なぜならば，他企業
が革新企業に追随ないしは模倣するならば，この財の価格がP2まで低下し，
購入量がQ，まで拡大することで，消費者はシュンペーター・レントを自ら
の余剰とするとともに，概念上の死重的厚生損失と記された領域ABCDを
追加的余剰として取り込むことができるからである。このとき，領域
ABCDは革新がもたらす追加的社会的便益と見なすことができる。裏返せ
ば，知的所有権を法的に一定期間保護することは，シュンペーター・レント
の存続を人為的に長期化させ，革新を生み出すインセンティブを高めるだけ
ではなく，その反対に，図8の概念上の死重的厚生損失を顕在化させ，資源
配分上の非効率を発生させる危険性も備えていることになる。それがゆえに，
知的所有権の保護期間をどう設定するか次第で，レントの社会的費用ないし
便益が大きく変化する可能性がある。
　最後に，シュンペーター・レントの存在は，Buchanan（1980）の用語で
いうプロフィット・シーキングを促進すると期待されるが，知的所有権の保
護期間延長などを働きかけるレント・シーキングにも繋がりかねず，その場
合は，シュンペーター・レントが独占レント化する懸念があることも付記し
ておく。
　⑤　学習レント
　学習レントは発展途上国が先進国の技術を学習することを促し，その過程
を円滑に進める目的で政府により設定される人為的レントで，具体的には，
育成を目指す産業への直接的補助金，低利融資，輸入関税などの形態をとる。
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学習への補助が正当化されるのは，レントが付与されなければ，途上国企業
の選択する技術が導入リスクの低い既存技術になりがちで，生産性向上をあ
まり期待できない一方で，新しい技術は導入に伴うリスクは高いものの，学
習が進めば当該部門の生産性向上に大きく寄与するとともに，その他部門へ
の波及効果も期待でき，将来に渡っての社会的便益をより大きくすることも
可能と考えられるからである。
　図9は，生産性が低いため，低賃金にもかかわらず，国内産業の限界費用
曲線DCEが外国の同じ産業の曲線、4BQよりも高い位置にある発展途上国
の例を示している。対象とする財の世界価格がPP’のとき，途上国の産業
はまったく生産できず，Q2の国内需要分をすべて輸入に頼っている。
　途上国政府が当該産業を育成すべく，産出量1単位当たりAD，総額で
（ll1）
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ABCDを上限とする補助金を支給するとしよう。この補助金は，当該産業
にとっては次善の所得をその分だけ増やすためにレントの定義に従うことに
なる。補助金は国内産業の限界費用をABCEへと一部低下させることで，
Q，の国内生産を可能にし，輸入量をQ，（？，に減らしていく。学習が進むほど，
国内産業の限界費用曲線は下方にシフトしていくのである。仮に，限界費用
が国際的水準のABQまで下方にシフトし続けるならば，価格tw　PP’の下，
国内産業がQ2まで生産を増やし，　APQの生産者余剰を自ら獲得できるよう
になると，補助金はもはや不要になる。この間，補助金ABCI）のうち，補
助金支給下で国内産業の生産者余剰になるABFPの部分を除く，PFCDが
社会的費用を構成する。また，補助金は税負担を伴うがゆえ，税を負担する
部門に死重的厚生損失を招かざるを得ず，そこでも社会的費用を発生させる
ことになる。それでは，社会的便益はどうか。将来獲得の期待される生産者
余剰APQと，当該産業での学習を通じて他部門に波及する外部効果の合計
になる。双方の累計値から割引価値を求めて，仮に社会的便益が社会的費用
を上回り，純社会的便益がプラスの値を示すことがあれば，そのときレント
は正当化されることになる。尚，シュンペーター・レントの場合と同じく，
学習レントも保護期間の設定が重要となる。短過ぎる保護期間は将来に渡る
社会的便益を限定する一方で，長過ぎる保護期間は社会的費用を膨らませる
とともに，学習速度の減速を招きかねない。
　⑥モニタリング・レント
　モニタリング・レントとは情報の非対称性に起因する市場の失敗を，レン
トを通じて回避するとともに，モニタリングを促すことによって，将来にわ
たる社会的便益を目指すレントである。具体的には，従業員の働き振りなど
に対するモニタリングを経営者に促し，その遂行次第で経営者が享受し得る
マネジメント・レントや，融資先の経営内容などに対するモニタリングを銀
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行に促し，その遂行次第で銀行が享受し得るバンク・レントなどが想定され
る。近年著しい発展を遂げてきた情報の経済学が提起しでいる，比較的新し
い概念といえる。
　取引者間に情報が偏在するとき，取引は過少になったり，逆選択やモラル
ハザードを誘発して市場の存立そのものを脅かしたりすることは，中古車，
保険，労働，貸付市場などの分析を通じて例示されてきた（Akerlof　1970，
Rothschild　and　Stiglitz　1976，　Spence　1973など）。完全競争の前提とは異
なり，現実の世界では，情報収集には費用が掛かる。その情報収集に報い，
情報収集を促す役割を担うのがモニタリング・レントであり，その大きさは，
例えば経営者による従業員に関する情報収集へのインセンティブを規定する
だけでなく，その職務をいかに遂行していくかが，自らの報酬に，そして企
業業績に影響を与えていくことになる。Greenwald　and　Stiglitz（1986）
は，情報収集に費用が掛かるとき，経済は広範囲にわたるレントを必要とし，
レントの存在しない競争均衡を目指すことの有効性を否定している。
　情報の偏在がモニタリングを必要とし，そのためにレントが設定されると，
それが企業価値を高め，社会的便益を生み出していく可能性のあることを，
図10の貸付市場の例によって確認する。貸付市場はとりわけ非対称情報の
問題に陥りやすく，借り手を見極めるモニタリングを疎かにすると，結局は
貸し手の破綻を招いてしまう。とりわけ貸し出し金利が高まるほど，高リス
クや返済意思の希薄な借り手が借入れに応じる傾向が高くなり，その結果，
債務不履行が増え，銀行の期待収益率は名目金利を下回るだけでなく，期待
収益自体も金利の上昇とともに低下し始める。このような想定される事態に
対して，銀行は期待収益を極大化するため，均衡値を下回る貸し出し金利を
設定することで貸し出しを抑制し，そこで発生する超過需要に対処すること
になる。そこでは，多数の借入れ希望者から債務不履行に陥るリスクの低い
希望者を選り分けることが必要になり，借入れ希望者に関する情報収集が欠
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効率的モニタリングによる貸付市場の不均衡
かせなくなる。ただし，情報収集には費用が掛かり，その費用をどこかで捻
出しなければならない。そこでレントが一定の役割を果たすことになる。
　バンク・レントは，政府が預金金利の上限を市場均衡（ro）より低い水準
（例えばrd）に規制することで発生する。貸し出し金利は図11でrLとなり，
矩形の部分がバンク・レントの原資となる。その右側には死重的厚生損失の
発生も確認できる。バンク・レントは，銀行が借入れ希望者を選別するだけ
　ll4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1！4）
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でなく，既に融資を実行している貸し出し先の経営を適切にモニタリングす
るために必要な情報収集を可能にするとともに，そのためのインセンティブ
を提供することになる。バンク・レントを維持するには適切な情報収集が欠
かせないからである。そして，バンク・レントの大きさはそれぞれの銀行の
「フランチャイズ価値（franchise　value）」（14）を規定し，その価値を高める
ためにも適切な情報収集が必要になる。こうした努力がひいては銀行の審査
能力や金融仲介機能の向上に結びついていくのである。
　銀行経営が軌道に乗り，支店網の拡充をはじめ金融サービスが向上してい
くと，預金量の拡大，そして貸し出し量も増加する。図11では，供給曲線
が右側にシフトし，貸し出し金利の低下と貸出量の拡大を可能にしていく。
預金金利への規制が続く以上，死重的厚生損失は残るものの，金融仲介機能
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の発達は，場合によっては社会的費用を上回る便益をもたらしてくれる可能
性も期待できるのである（鈴木2006：26－32）。
（4）レントの類型のまとめ
　表1は，以上6種類のレントと，それぞれの効率性と成長に対する影響を
整理している。Khan（2000a：66－68）（15）が静学的観点から資源配分上の非効
率を生むと明言しているのは，独占レントと学習レントの二つに過ぎず，レ
ントを一律に非効率と見なすことを戒めている。次に，動態的観点から成長
表1様々なレントの成長と効率性に対する含意
レントの型態
効率性への影響　　成長への影響
（簾的純社会的）燃的純社会的） 考　　察
独占レント 非効率的 成長抑制的傾向
あり
シュンペーター・レント
や学習レントと区別しづ
らい時がある
天然資源レント 効率的 成長促進的傾向
あり
移転レント 中立。ただし効
率的なインセン
ティブを持つ可
能性がある
不確定。ただし，
成長促進的場合
あり
本源的蓄積と政治的安定
の維持にとって不可欠な
場合もあるが，急速に非
効率となる場合もある
シュンペーター・　効率的な場合も　成長促進的傾向
レント　　　　　　ある　　　　　　　あり
長期間放置しすぎると，
独占レントになる場合も
ある
学習レント 非効率的 成長促進的場合
あり
効率性は国家のモニタリ
ング能力と執行能力に依
存する場合もある
モニタリング・レ　効率的な場合も　成長促進的場合
ント　　　　　　　ある　　　　　　　あり
効率性はモニター担当者
のモニタリング能力と執
行能力に依存する場合も
ある
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に与える影響に関しては，独占レントだけを「成長抑制的（Likely　to　be
growth－reducing）」（Khan　2000a：68）（16）としているが，これは独占レント
が革新や学習を導く可能性を否定しているのではない。独占レントが革新な
いしは学習を導く場合には，独占レントとしてではなく，「成長促進的傾向
あり（Likely　to　be　growth－enhancing）」（Khan　2000a：68）（17）とするシュ
ンペーター・レントないしは学習レントとして扱っているのである。そして，
残りのレントに関しては，移転レントには「不確定」との表現も用いている
が，いずれも「成長促進的場合あり（May　be　growth－enhancing）」（Khan
2000a：68）（18）としている。
　Khan（2000a）が繰り返し強調しているのは，レントを評価するうえで
は，それぞれのレントそしてレント・シーキングがもたらす主として資源配
分上での非効率性という社会的費用，あるいはマイナスの社会的便益だけで
はなく，主として成長という面で時間とともに生み出される社会的便益にも
焦点を当てなければならないという点である。そして，仮に双方の割引現在
価値を比較して純社会的便益がプラスの値を示すことがあるならば，そのレ
ントは肯定的に評価されて然るべきということになる。つまり，彼らはレン
トを評価するうえでの新たな尺度を提起したと言えよう。
3．レントによる制度転換の可能性
（1）問題提起
　以上のレント再評価を踏まえて本稿で考えてみたいのは，新たなレントを
利用して，日本経済をより望ましい方向に駆動するといった試みについてで
ある。より望ましい方向というのは，日本を世界に向けて常に革新を発信す
る地とすることかもしれないし，世界を牽引する環境立国とすることかもし
れない。こうした問い掛け自体が反発を招くかもしれない。原田。香西
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（1987）は「日本経済がともかくも著しい長期の経済発展過程をたどること
ができたのは，レント・シーキング活動が抑えられ，プロフィット・シーキ
ング活動が促進されてきたからである。われわれの意見では，日本において
レント・シーキング活動は比較的少なく，プロフィット・シーキング活動の
比重が高く，それゆえi各個人への経済的インセンティブは経済活動全体の
効率が促進されるように与えられてきたと見ている。これが，日本経済発展
の要因である」（皇9）と明治以降の日本経済の発展について述べており，レント・
シーキングを誘発するレントを利用することの危険性を示唆している。また，
Khan　and　Jomo　K．　S．（2000）が分析対象としたのは主として発展途上国
におけるレントとレント・シーキングであって，先進国である日本には馴染
まない点も多々ある。
　経済学は人々がインセンティブによって行動することを前提とする。そし
て，人々がレント・シーキングに資源を費やすのは，レントに何らかのイン
センティブがある証左である。そのインセンティブを，レント・シーキング
ではなくてプロフィット・シーキングを目指す方向に改めることはできない
のだろうか。経済学が教えることは，インセンティブの構造を変えることで，
人々の行動を変えることができるということである。そうであれば，人為的
に設置する新たなレントに，その役割を果たしてもらうことはできないのだ
ろうか。
②　制度から概観する日本経済
　レントに期待される役割とはどのようなものなのか。日本経済の現状を制
度的にアプローチすることで，概念的ではあるが，その具体像をまず探って
みたい（拙稿2002，2003）。閉塞状態から脱しきれず，低下しつつある潜在
成長率にも到達しない日本を，単純な生産可能性曲線を用いて表すならば，
その位置は生産可能性曲線上ではなく，その内側に存在するいずれかの劣位
　118　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（118）
レントとレント・シーキング理論の再定義
y財
　　　　　　　　　O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　X財
　　　　　　　　　　図12　日本経済と成長可能性曲線
解（図12の例えばA点）にあると考えられよう。貿易を考慮すれば，A点
は国内生産点であり，到達可能な消費点そして効用水準を制約せざるを得な
い。日本が劣位解にあるのは，資源の最適配分がなされていないからである。
至る所に存在する既存のレントが，静態的観点から，資源の最適配分を妨げ，
死重的厚生損失を招いている。そして，動態的観点からも，生産可能性フロ
ンティアの右上方へのシフトを狭め，経済成長を抑制しているのである。しか
も，より大きな問題は日本経済が劣位解に「閉じ込められている（10cked－in）」
ことかもしれない。それがゆえに，劣位解からフロンティア上の競争解に移
動することも，フロンティアの右上方へのシフトを加速することもできない
のではないか。IT革命，地球的規模での市場拡大とグローバル化の進展，
新興国の急追といった国際環境の変化に対して，そして，少子高齢社会の到
来，財政赤字の肥大化，市場の成熟といった国内環境の変容に対して，日本
は従来の制度的枠組を改めていくことが求められたにもかかわらず，そうし
た要請に十分に応えることができていないのではないのか。
　尚，制度とは「社会におけるゲームのルール」（Yeager　1999：9）（2°）であ
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り，「経済活動を行ううえで使われているさまざまな仕組みの総称であり，
これまで伝統的な経済学が取り上げてきた市場メカニズムだけでなく，ひろ
く法的な制度や慣習，組織，規則，約束事など，われわれが日々経済活動を
行なう上で前提となり，経済活動を規制するものすべてを含んでいる」（奥
野（藤原），滝沢1996：6－7）。大雑把に言えぱ，何をどれだけ，どのように
生産し，かつ所得をどのように分配するかといった選択が，そこで規定され，
その集合こそが，一国経済全体としての資源配分，生産関数，所得分配のあ
り方を決めているのである。
　なぜ経済諸制度を変えることができないのか。まず，制度を規定するルー
ルの多くは慣習や文化に根付いているインフォーマルなものであるがゆえ，
一朝一夕に変更することは難しいのである。習慣は私たちの行動様式に埋め
込まれており，たとえそれを改めることが必要だと認識していても，変更は
容易ではない。今日まで日本経済を発展させてきた諸制度との訣別は，とり
わけそれがうまく機能していたがゆえに，困難に直面することになる。
　次に「経路依存性（Path－dependence）」の高さを挙げよう（2’）。一昔前で
あればタイプライター，今日ではパソコンのキーボードだが，その文字配列
部の最上部は左から順にQWERTYUIOPとアルファベットが続いている。
David（1985）は，その配列がタイピング速度を速めて利用者の利便性を高
めるためではなく，反対に，速度を遅くし，初期のタイプライターに頻発し
た不具合を減らすための工夫であったことを明らかにした。ところがタイプ
ライターが普及し，人々がQWERTY配列にひとたび慣れてしまうと，よ
り高速なタイピングを可能とする新たな配列が登場しても人々は受け付けな
くなり，QWERTY配列がそのままパソコンにも受け継がれることになる。
ものごとが習慣化すると，たとえそれが不合理であろうと，継続する傾向の
あることを示唆している。
　「転換費用（Switching　Cost）」（22）の高さも制度転換を阻む要因である。
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携帯電話番号の持ち運び制を導入した理由は，まさに転換費用を低くし，企
業間競争を促すためであった。通信会社を替えるたびに電話番号が変わる状
況が先発通信会社からの退出障壁を高くし，通信企業間の競争阻害要因とし
て働いていたからである。その他にも転換費用の高さが制度転換を阻む例は
数多い。例えば成長産業への雇用の流動化が求められるとしよう。ところが
年功型の賃金体系は勤続年数の長さに報いるため，転職の費用を高め，結果
として雇用の流動化を阻むことになる。
　その他，様々な要因が制度転換を遅らせ，日本経済の閉塞状態からの脱却
を難しくしていると考えられる。そこには当然，既得権益化したレントと，
それを手放すまいとするレント・シーキングという要因も加わることになる。
⑧　レントは制度転換を促すインセンティブとなるのか
　以上の見方に基づいて日本経済を捉え，既存のレントとレント・シーキン
グが経路依存性や転換費用を高め，構造転換を遅らす一要因となっていると
仮定するならば，まずは既存のレントを整理することが必要になる。日本が
目指す方向に向けて新たなレントを人為的に作り出したところで，それぞれ
のレントの持つインセンティブが交錯し，効果を相殺しかねないからである。
その意味で，既存のレントを整理し，レント・シーキングを抑制するといっ
た考えは正しいであろう。「自由化はレントの温床（rent　of　havens）の数
を減ら」（Khan　and　Jomo　K．　S．2000：16）㈱す側面がある。もちろん政治
的な困難は相当なものとなり，その実現はきわめて困難であろう。しかし，
この点の重要性を指摘せずにはいられないのである。ただし，ここで考えて
みたいのは次の段階である。日本が目指すべき方向を見据えたうえで，その
方向への転換を長期的に可能にし，短期的な資源配分上の非効率という社会
的費用を上回るだけの社会的便益をもたらしてくれるような新たなレントを
創ることが，果たして検討に値するのかという点である。
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　既に実施されている幾つかの試みが期待を抱かせてくれるかもしれない。
そこでは，レントはインセンティブの同義語になっているように思われる。
燃料効率の高い車を対象としたエコカー減税，補助金，日本が一旦打ち切っ
た住宅用太陽光電池に対する補助，さらには欧州を中心に導入されている環
境税，二酸化炭素の排出量取引というものは，低炭素社会の実現に向けて一
定の効果をあげている。地球環境保全と低炭素社会実現に向けて導入されて
いるこうしたインセンティブ構造をレントと捉えることは，一般的ではない。
また，仮に環境に優しい選択が超過利潤を発生させるにしても，その額はま
だ少ない。とすれば，地球環境保全と低炭素社会実現を推進する行為に対し
てより大きな超過利潤で報いるようなインセンティブ，あるいはレントの創
設が望まれるのではないか。そうしたインセンティブあるいはレントの活用
というのは，大気，海洋を含む自然環境に対する所有権と利用料といった認
識を顕在化させることで，自然環境の秩序ある利用を促す天然資源レントの
役割を果たすとともに，新たな技術革新を牽引するシュンペーター・レント
として機能する可能性もあろう。
　ただし，以上の期待を抱きつつも，Khan　and　Jomo　K．　S，（2000），とり
わけKahn（2000a）の問題提起をもってして，新たなるレントをこの日本
で創設し日本の構造改革を推進するといった，私が本稿の冒頭で掲げた期待
に対しては，少なくとも現段階では懐疑的にならざるを得ない。その理由は，
第1に，日本はもはや途上国ではないからである。Khan　and　Jomo　K　S．
（2000）自体，分析の中心は途上国でのレントとレント・シーキングであり，
そもそも日本への適用可能性などには触れていない。なぜ懐疑的にならざる
を得ないのか。
　例えば特定産業を育成するための学習レントは，初期発展過程にある途上
国にとっては先進国での経験を基に，どういった分野を育成していくべきか
を決めていけば良い。また，育成する分野が決まれば，あとは先進国で既に
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開発され，ある程度普及している技術を学んでいくので，レントによる効果
は予測しやすくなる。ところが先進国の場合はそうはいかない。「後発性の
利益」（Gerschenkron　1966）はもはや享受できない。新しい技術，新しい
製品を市場に生み出していかねばならず，仮に成功しても，そうした技術や
製品が市場に受け容れられるかの予測は難しく，必然的にリスクの高い分野，
いや，それ以上に不確実性の高い分野に，資金を充当せざるを得なくなる。
しかし，不確実性の高い分野に租税収入を投入することには，国民からの反
発も予想され，資本市場を通じた資金調達の難しい基礎研究分野は別にして
も，その先は市場に評価を委ねるのが本筋となろう。
　また，モニタリング・レントの一例として挙げたバンク・レントであれば，
基本は金融仲介機能の未発達な経済を対象としており，その再導入は日本の
金融機関をビッグバン以前の姿に戻すことにもなりかねない。所得の移転を
通じたレントにしても同様である。成熟した市場経済を持ち，中間層の厚い
日本にとって，少なくとも資本主義の担い手になる中間層を育成するための
レントは不要である。
　第2は，政策担当者が果たしてどれだけレントを適切に管理できるのかと
いう管理能力の問題である。図13はシュンペーター・レントを用いて，革
新の加速によって想定されうる社会的便益と社会的費用の経時的な推移を例
示している（Kahn　2000a：45）（24）。レントを適切に管理することがいかに困
難であるかが理解できるはずだ。政府が革新を加速するためにシュンペーター・
レントに人為的保護を加えるとすれば，まず，それが生み出す社会的便益と
社会的費用を算出したうえで，最適な保護期間（t’）を設定する必要がある。
しかし政府に限らず，誰がレントを管理するにせよ，それは限られた情報の
中で，不確実性に対処していくことになる。現実は完全情報の世界ではなく，
「限定合理性（bounded　rationality）」（Simon　1961）の中での適切な管理
が求められ，不確実性に遭遇することになる。しかも，レントは，それがひ
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図13　シュンペーター・レント（と学習レント）による動学的純社会的便益
とたび創られると多方面からのレント・シーキングに晒されて，その性質を
変えていくことがしばしば観察される。また，利権の温床にもなりかねない。
それゆえ，その管理は難しく，レントが新たな政府の失敗につながりかねな
い。それが過去の教訓であり，Khan　and　Jomo　K．　S．（2000），　Khan（2000
ab）自体がレントを評価する新たな尺度を提示する一方で，繰り返し強調
している点である。
　学習レントが当初の政府の意図から外れて，独占レントと化していった例
は数多く指摘されている。レント・シーキングを通じて，補助金が増額され
たり，支給期間が延びたり，あるいは参入規制や輸入関税の撤廃が見送られ
たりする例が後を絶たない。レントの管理はきわあて難しいのである。また，
当初の狙いが外れて，レントがマイナスの純社会的便益をもたらしていると
判断されれば，当然，そのレントは廃止されねばならないが，その判断には
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高度な情報の収集，処理，分析能力を必要とすることはもちろんだが，いず
れも限定合理性と不確実性に制約されることになる。また，どの位の期間を
踏まえて最終的な判断を下すのか。5年なのか，10年なのか，それとも30
年なのか。ここにもレント・シーキングが入り込む余地がある。そして，ひ
とたびレントを廃止するとの判断がなされるなら，それを敢然と実行に移す
だけの政治力も求められる。以上のような高い能力を持つ「賢い政府」であ
れば，レントを適切に管理することができるかもしれないが，それでも限定
合理性と不確実性という制約，そして多方面からのレント・シーキングに晒
されることになる。こうした現実を考慮に入れるならば，政策担当者に対す
る，そしてレントに対する過剰な期待は戒めなければならない。残念ながら，
それが現段階での結論になる。
むすびにかえて
　本稿は，レントとレント・シーキングに関する理論的進展を概観しつつ，
従来の考え方に挑んだKhan　and　Jomo　K．　S．（2000），とりわけその中の
Khan（2000ab）を取り上げることで，レントとレント・シーキングに関す
る議論を進めてきた。レントを評価する新たな尺度はレントをめぐる従来の
解釈に再考を促すものである。そして，それを踏まえて，人為的なレントを
利用して，経済主体にインセンティブを働かせ，それをレント・シーキング
ではなく，プロフィット・シーキングにつなげて日本経済の制度転換を促す，
といった日本経済へのレントの適用可能性について少しだけ展望してみた。
残念ながら，その運用には慎重さが求められる。日本はもはや途上国ではな
いとともに，レントを適切に管理することが極めて困難であるからだ。しか
しながら，考えるまでもなく，インセンティブによって人々の行動を変える
ことは経済学にとって当たり前のことである。レント・シーキングの発生を
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抑制し，プロフィット・シーキングを誘発するようなレントを如何にして設
計していくのか，そしてそのようなレントの設計は可能であるのか，という
点についてさらに検討を進める必要があろう。しかし，そのためにはレント
とレント・シーキングをめぐる混乱をまずは整理する必要があった。本稿が
堀金（2010）とともにその一助となり，学問領域を越えてレント，レント・
シーキング論を深める契機になることを願う。
　　　　　　　　　　　　　　　《注》
（1）堀金（2010：209）。その他，堀金（2010）に詳しいが，「ポリティカル・エ
　　コノミストは，汚職のことをしばしばレント・シーキングと呼ぷ」（∫ohnson
　　and　Sharma　2004：7）などと指摘する。また，西川（2002）は「規制によっ
　　て生じる利益のことをレント」（西川2002：213）とし，「既得権益集団による
　　既得権の維持・拡大をもくろむ活動を，公共選択論はレント・シーキング活動
　　とよんでいる」（西川2002：214）と記している。
（2）過去40年間の主要業績が以下の文献にまとめられている。Congleton，　Hil1－
　　man　and　Konrad（2008ab）．
（3）以下，特に断りのない限り，供給側の立場に立ち，レントを超過利潤ないし
　　は超過所得とする。ただし，どのような場合でも，需要側に立てば，超過支払
　　いであること注意せよ。
（4）　特許権は一部25年。文芸，学術，美術，音楽，プログラムを対象とする著
　　作権は法人の場合に公表後50年，映画は公表後70年。その他，物品の形状等
　　の考案を保護する実用新案権出願から10年，物品のデザインを保護する意匠
　　権は登録から20年となっている。いずれも創作意欲促進する目的で定あられ
　　ているが，2010年1月1日施行で改正されている。詳細は下記ホームページ
　　参照。
　　特許庁（2010年7月4日アクセス）：http：／／www．jpo．go．jp／cgi／link．cgi？
　　url富／seido／s＿gaiyou／chizaiO2．htm
　　文化庁（2010年7月4日アクセス）：http：／／www．bunka．go．jp／chosaku
　　ken／21＿houkaisei．html
（5）Krueger（1974：291）．なお，同文献は次に再録されている。　Tollison　and
　Congleton（1995：12－45）．引用は再録文献の翻訳書，クルーガー「レントシー
　幽キング社会の政治経済学」トリソン，コングレトン，ロジャー編（加藤寛監訳）
　『レントシーキングの経済理論』勤草書房，2002年，14頁より。
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（6）Khan（2000b：70）．翻訳版では97頁。
（7）Buchanan（1980）．同文献は次に再録されている。　Tollison　and　Congleton
　　（1995）．
（8）　翻訳版62頁。
（9）Krueger（1974）は，他の研究者の推計結果をもとに，1964年のインドで
　　は輸入許可によるレントの社会的費用が当時の同国国民所得の7．3％，1968年
　　のトルコでは当時のGNPの約15％になることを示唆した。
（10）Tollison（1982）参照。なお，　Tollison（1982）は次の文献で再録されてい
　　る。Tollison　and　Congleton（1995：74－100）．
（11）　レント・シーキングと同様に，プロフィット・シーキングでも理論上の競争
　　解が想定できる。つまり，プロフィット・シーキングに投入される費用は最大
　　で予期されるプロフィットに等しくなる。そして，そこにおいては敗者の投じ
　　る費用が多くを占めることになる。ただし，レント・シーキングの場合と同様
　　に，プロフィット・シーキングの費用もプロフィット自体を超える可能性が次
　　の文献で指摘されている。Frank　and　Cook（1995）．
（12）Leibenstein（1966，1976）は，組織の肥大化と競争の欠如は労働モラール
　　を低下させ，X一非効率性を発生させると考えた。
（13）Kahn（2000a）によるレントの類型化については，鈴木（2006）が要領よ
　　くまとめており，両文献を参考にした。
（14）鈴木（2006：29）によると，銀行が審査・モニタリングのプロフェッショナ
　　ルであるという評判等。
（15）
（16）
（17）
（18）
（19）
（20）
（21）
（22）
Khan（2000a：66－68）．翻訳版では68頁。
Khan（2000a：66）．翻訳版は68頁。
同上。
同上。
原田・香西（1986）14頁。
翻訳版11頁。
「経路依存性」を最初に提起したのはDavid（1985）である。
現在使用している財・サービスから代替財・サービスに切り替える際に発生
　　するコストを指し，乗り換え費用，切り替え費用とも言われる。金銭的コスト
　　のほかにも，心理的コストなども含む。
（23）　翻訳版29頁。
（24）　翻訳版65頁。
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